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◆岡山市 女性活躍推進シンポジウム◆ 

～ 働き方改革を競争力強化につなげるために ～ 

岡山市の女性活躍推進シンポジウム「女性活躍推進、次のステージへ～働き方改革を競争力強化につなげるため

に～」が 10 月 25 日、同市北区下石井のおかやま未来ホールで開催された。女性活躍推進や働き方改革への理解

は深まりつつあるが、それを企業の競争力強化へいかにつなげるかが新たな課題となっている。シンポジウムで

は次のステージへ向かうためには何が課題か、経営戦略は何かなどをパネリストらが意見交換し、企業関係者、

市民らが理解を深めた。司会は日本経済新聞社編集委員／女性面・前編集長の石塚由紀夫さん。（文中敬称略） 

女性活躍の流れ 

―女性活躍については四つのブームがある。第１次ブームは 1986 年の男女雇用機会均等法の施行。女性の地位向

上を図る狙いで施行された。２次は 2000年代初頭。均等法時代に採用した女性たちが中堅世代になり、その処遇が

問題になった。３次は 2000 年代半ば。人口減少が始まり、少子化対策としてワークライフバランスや子育て支援が

議論された。そして今、第４次ブームにある。13年にアベノミクスが始まり、16年には女性活躍推進法も施行され

た。労働力不足を背景に経営戦略として女性活用が求められている。人口減少で経済成長も 28年にはマイナス成長

になると予測されている中で、女性の就業率はまだ７割台。いかに女性を労働力として活用するかが問われている。 

 岡山市でも働き手の減少は同じだ。15年の男性の生産年齢人口は 21万 8000人だが、40 年には 15％減り 18万 6000

人になる。岡山県の有効求人倍率は 17年８月で 1.79倍。人手不足が企業で加速している。 

   

青野 慶久 さん 

サイボウズ株式会社 代表取締役社長 
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両備ホールディングス株式会社 

両備経営サポートカンパニー人財本部 

ワークライフバランス／ダイバーシティ 

推進チームリーダー 

内田 良子 さん 
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ＯＥＣＤ東京センター 所長 

村上 由美子 さん 
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―女性活躍推進への取り組みをお聞かせいただきたい。 

青野 サイボウズは、ソフトウェアのベンチャー。東証１部に上場 

し従業員は約 700人。社長に就任した 05年、会社の離職率は 28％と高 

く、その対策が急務だった。理由を聞くと、一人一人違っていた。出社 

は何時でもいい。働くのは家でもいい。週５日働かなくてもいい。副 

業もＯＫなど、働き方を自由に選択できる制度にした。特に女性のため 

というわけではなく、一人一人の個性を生かす働き方を考えた。「100 

人いれば、100通りの人事制度があってよい」という考え方だ。離職率は 16年には５％まで下がり採用も順調だ。 

取り組み 

個性生かす 

働き方を提供 
青野 



 

 内田 両備グループは、交通運輸観光、情報サービス、生活関連事業など 51社で構成、従業員は約 9400 人。「安

全安心を提供し続ける」ことを大原則にしている。お客さまは多岐にわたるため、グループとしてダイバーシティ（多

様性）への取り組みが必要だった。女性が活躍するため「働きやすい」「働きがいのある」環境づくりを目指した。

そのため、育児・介護などには勤務日数軽減や時短など正社員の身分を保証する制度を整備した。また女性の早期キ

ャリア形成機会の創出や、女性管理職候補の教育推進にも取り組んでいる。ポイントは、グループ全体で取り組み、

トップの発信力が推進を後押ししていることだ。管理職が若手に経験をさせることも必要だ。 

 村上 長い海外生活を通して見た日本の女性活用という視点で話したい。日本女性の就業率は、ＯＥＣＤ35カ国の

平均を上回っている。米国より上だ。だが、経済の中枢、決定にかかわる女性が少ない。上場大企業の役員に占める

女性役員の割合は３％だが、ＯＥＣＤ平均は 20％ぐらいだ。日本の女性は結構働いているのに「どこにいるかわから

ない」。日本の女性の学力（読解力、数的思考力）は世界一だが、課長以上になる割合は大卒の女性より高卒の男性

の方が高い。もし日本で、男性と同じように昇進し、賃金をもらえば日本の潜在成長率はほぼ倍になるという試算が

あることを紹介しておきたい。 

評価と次のステージ 

  ―女性活躍推進への評価と次のステージとは何かを伺いたい。 

 村上 どこに軸を置くかで変わるが、1980年代後半は女性の総合職と 

しての道が開けていなかったことからすれば、すごく変わった。今、就 

職する女性は多いが、経営の中枢に入っている女性はまだまだ少ない。 

 内田 働きやすさの面ではだいぶ浸透してきたが、働きがいの面では 

まだまだのように見える。経営の意思決定にかかわることができるよう 

になるために若手に機会を与えている。５年、10年後には成果が出てく 

るだろう。女性目線でのサービスなどもどんどん出てくるようになればと思う。 

 青野 ジェンダーギャップには原因がある。一つは配偶者控除。働きたい女性の足を引っ張っている。二つ目は選

択的夫婦別姓の問題。96％が男性に合わせている。さらに男性の長時間労働。これらは議論にはなっているがなかな

か進んでいない。 

 

課題と助言 

 ―制度は随分整ってきた。どうすれば活躍できるのか。助言をいただ 

きたい。 

 内田 日本企業の多くは、育休など制度の取得は進んでいるが、その 

間フォローする社員への配慮が必要になっている。また、従来の長時間 

労働を前提とした働き方はネックだ。残業できないから、フルタイムで 

働けないからと、能力があっても評価を下げられているところがある。 

量（時間）ではなく質（生産性や成果）で評価することが必要だ。評価 

制度の見直しや長時間労働の是正を進める必要がある。 

 青野 家庭にはいろいろな事情がある。「こうあらねば」ということにはしたくない。問題は制度ではない。わが

社は個人に合った、さまざまな働き方を提供したが、それでは一定の基準で評価できなくなった。多様化した個性を

生かそうと思えば、一人一人と向きあい、個人がどんな能力を持ち、どれだけ貢献しているか、能力主義による人事

評価をしないと次のステップには進めないと思う。 

 村上 アメリカは産休制度がない。個々の企業で対応している。制度は日本の方が手厚いが、米国の方が女性活躍

推進は進んでいる。子育て支援など制度は整っても、能力に応じた活躍の場が与えられるかどうかだ。女性活躍推進

は突き詰めれば、労働生産性を上げ、給料が上がり、国の経済を押し上げるのがゴール。狙いは「違った視点を意思

決定の場に持ち込む」ことだ。いくら女性が多くても、女性の声が意思決定に反映されなければ意味がない。  

総括 

―ある先進企業が描く女性活躍の進化は、第１ステージが「子ど 

もができたら退職」、第２ステージが「育児と仕事の両立」、第３ 

ステージが「男女ともにキャリアアップ」だ。日本企業の多くは第 

２ステージにある。育児と仕事がようやく両立できるようになった。 

第２ステージが整って初めて次の段階に進める。ダイバーシティは 

多様な価値観を取り入れることだ。女性に面白い仕事をさせず、難 

しい仕事は男性に振ろうとする。女性にスキルを形成するチャンス 

を与えていない。若いころから女性にもチャンスを与えることを管 

理職の方は心がけてほしい。 

女性も企業経営 

の中枢に 
村上 

能力は量でなく 

質で評価 
内田 

 




